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各都道府県フロン排出抑制法担当課（室） 御中 

 

経済産業省製造産業局化学物質管理課  

オゾン層保護等推進室  

環境省地球環境局地球温暖化対策課  

フロン対策室  

 

 

第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項の改正につ

いて 

 

 

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成13年法律第64号。以下「法」

という。）の施行につきまして、平素より格段の御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 本日、第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項を改正する件（令和４年経済

産業省・環境省告示第９号）が別添のとおり公布され、施行されたところです。この施行に

伴う、改正後の第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項（平成 26 年経済産業

省・環境省告示第 13号。以下「告示」という。）の趣旨及び内容は、下記のとおりですので、

十分に御留意の上、法の厳正かつ実効性のある執行をお願いするとともに、貴都道府県の第

一種特定製品の管理担当部局へも改正内容の周知のほどお願いいたします。 

 

記 

 

１ 背景 

第一種特定製品の管理者が、第一種特定製品に使用されるフロン類の管理の適正化のた

めに管理第一種特定製品の使用等に際して取り組むべき措置として判断の基準となるべき

事項を、法に基づき告示において定めており、当該製品の管理者に対して、フロン類の漏

えいを防ぐために当該製品の簡易・定期点検を義務付けているところです。 

これに関連して、令和２年度の「規制改革・行政改革ホットライン（縦割り 110 番）」

において、簡易・定期点検と同等以上のフロン漏えい防止効果のある IoT を活用した技術

がすでに実用化されているため、当該技術を簡易・定期点検制度に位置づけるべきとの要

望が寄せられました。 

これを受け、業務用冷凍空調機器製造業の団体において、フロン類の漏えいの検知を可

能とする常時監視システムの基準1が策定されたことにより、一定以上の漏えい検知精度の

 
1 JRA GL-17「業務用冷凍空調機器の常時監視によるフロン類の漏えい検知システムガイドラ

イン」（一般社団法人日本冷凍空調工業会） 



確保が可能となったことから、今般、一定の要件に適合するシステムによる機器監視につ

いて、簡易点検と並ぶ点検手法の一つとして位置づけることとしました。 

 

２ 改正内容 

法第 16 条第１項の規定に基づき、第一種特定製品の管理者が第一種特定製品に使用さ

れるフロン類の管理の適正化のために管理第一種特定製品の使用等に際して取り組むべき

措置として、当該製品の簡易・定期点検に関する事項が告示に定められており、第一種特

定製品の管理者は、全ての管理第一種特定製品について３月に１回以上、簡易点検を行う

こととされています。 

今般、漏えい又は故障等を常時監視するシステム（以下「常時監視システム」という。）

のうち告示に掲げる基準に適合するものを用いて、漏えい又は故障等を早急に発見するた

めに必要な措置がとられている場合は、簡易点検の検査に代えることができるとする改正

を行いました。これに伴い、常時監視システムを利用した場合の点検記録簿への記載方法

についても新たに定めました。 

 

３ その他 

今般の告示改正を踏まえた「第一種特定製品の管理者等に関する運用の手引き」の改訂

については、追って御連絡します。また、第一種特定製品の管理者が記録すべき点検記録

簿については法令上の様式の定めはありませんが、経済産業省及び環境省が提供する参考

様式については、下記環境省ホームページより更新版の入手が可能です。 

https://www.env.go.jp/earth/earth/24.html 

 

 

 

 

（本件連絡先） 

経済産業省製造産業局化学物質管理課オゾン層保護等推進室 

担 当：富田、池田 

T E L ：03-3501-4724 

E-mail：gyoumu-ozone@meti.go.jp 

環境省地球環境局地球温暖化対策課フロン対策室 

担 当：長澤、渡部 

T E L ：03-5521-8329 

E-mail：furon@env.go.jp 

https://www.env.go.jp/earth/earth/24.html

